第1章 　東アジア諸国経済の展望

本報告ではまずアジア主要国経済の近年の動向を振り返るとともに今後の見通しを定める。さらにこの短期動向を中・長期動向の中で検討する。経済指標に示される傾向を主に分析するが、特に関わりがあると思われる場合には、政治的、社会的な事象についても取り上げる。本報告は関心を持つ学者、実業家、政策当局に役立つよう、簡潔を期しているために、特に厳密で包括的なものではない。むしろ主立った問題点を強調し、東アジア経済について一定の基本情報を提供する。本章ではまず基本的な経済動向の概要と東アジア全域に関わる大きな問題について触れ、次に第2章以降がどのように構成されているかを手短に説明する。

2000年はアジアの主要国経済が概ね急速な発展を遂げた年であったが、2001年は明白な景気減速を示す一年となった。近年におけるアジア地域全体に及ぶ景気減速はアジア金融危機勃発後の1998年に続いて二度目となるが、その程度は前回の景気後退時よりはるかに緩やかであった。生産と消費における変動が国民にどのような影響を及ぼすのか測る最適な尺度として、実質GDPの成長率がある。2001年における各国の実質GDP成長率（見通し）は、日本、香港、台湾、シンガポールでゼロまたはマイナス、マレーシアで1％以下、タイで1.4％、韓国とフィリピンで約2.5～2.7％、インドネシアで約3.3％となった（表1.1および表1.2）。これらの成長率の大半はフィリピンを除いて一年前に出された予測値よりかなり低かった。（International Centre for the Study of East Asian Development, 2001, p.10）。一年前の予測値と大差なく、6～7％と相対的に高成長を遂げた国は、中国とベトナムのみであった。

景気減速の主な原因は、世界規模のハイテク関連産業の減速にあった。特に、ハイテク関連製品（事務用・電算機器、その他電気機器、通信機器等）の生産や輸出が国内産業においての重要な位置を占める台湾、マレーシア、シンガポール、タイにおいて、その影響は顕著であった。例えば、2000年と2001年における上記三品目の輸出が輸出総額に占める割合は、マレーシアで50％以上、台湾で約50％、タイで約3分の1であり、シンガポールでは、地場輸出に占める割合が50%以上であった（地場輸出：輸出総額から再輸出を除いた部分）（各国章参照）。さらに、これらの国々における2001年第1～3四半期の上記三品目の生産と輸出は、ともに著しく低下した。これらの品目の輸出は、フィリピン（総輸出の約4分の3）、韓国（総輸出の約3分の1）においても重要であるが、輸出と生産の減少は上記4ヵ国ほど深刻なものとはならなかった。9月に米国で発生したテロ事件と、それに対する米国の報復という一連の混乱が、アジア経済に与えた影響を重要視する向きもある。しかし、その影響は誇張されているかもしれない。米国経済の景気減速はテロ事件発生前から既に始まっており、2001年第4四半期の経済成長率（速報値）は米国の景気が底を打ったことを示唆しているからである（United States, Bureau of Economic Analysis, 2002）。

2002年の予測としては、多くの国において成長率は幾分高まるが、低成長だった2001年とそれほど大差ない水準にとどまっている（表1.2）。しかし、2000年における好景気の流れで2001年の経済予測値に上方バイアスが見られたように、2001年の景気後退の流れで2002年の経済予測値に下方バイアスがかかっている可能性がある。その根拠としては、以下の二点が挙げられる。一つは、予測は最近の経済状況を取り入れて推計されることである。もう一つは、2001年に顕著な後退を示したハイテク関連産業が予想以上に速く回復してくる可能性が考えられることである。ハイテク関連産業の早期回復を示唆する根拠としては、2001年第4四半期の米国における継続的な在庫の減少（United States, Bureau of Economic Analysis 2002）と米国経済の予想以上の景気回復、最近のメモリー・チップ価格の上昇（Far Eastern Economic Review, 10 January 2002, pp. 46-48）などが挙げられる。しかし、たとえ2002年の経済成長率の予測値に下方バイアスがかかっているとしても、2000年に多くのアジア諸国が記録したような力強い経済成長率よりは低い成長にとどまるであろう（表1.1）。

現代の成長理論および近年の経済史は、アジアの低所得経済における潜在成長率が7～9％と、予測成長率を大幅に上回ることを示唆している。2002年の経済成長率の予測値（平均）がこの範囲に含まれる、もしくは近いのは中国（7.1%）とベトナム（6.0％）のみである（表1.2）。このように、2002年は多くのアジア諸国が上記の潜在成長率に到達しない一年となりそうである。成長率の伸び悩みは、アジア地域のより貧しい国々（中国、インドネシア、フィリピン、タイ、ベトナムなど）にとって問題である。なぜなら、高成長は今もなお上記の国々に影を落としている貧困の問題を和らげる最も効果的な手段と考えられるからである。1997～98年のアジア金融危機や2001年の景気減速などによりアジア地域の経済成長率が停滞する中、中国とベトナムは比較的高成長を維持しており、これは貧困の減少に大きく貢献している。同時に両国は不平等の解消にも力を入れており、これは貧困の減少努力をさらに強化するものである。しかし、両国の経済システムは非効率になりがちであり、こうした問題の解決にも取り組んでいく必要があるだろう。インドネシアとタイは1997～98年のアジア経済危機発生まで高度経済成長を維持することで貧困の減少に大きな成果を上げた。しかし、金融危機発生後の経済成長率は低位にとどまっており、再び高成長経路に復帰すべく依然として努力を重ねている。本報告で取り上げた国のうち、フィリピンの経済成長率は過去20年にわたって低い水準にとどまり、その結果貧困の減少への取り組みは思うような成果を上げていない。

その他の国々については、相対的に豊かであり、貧困の減少は緊急課題ではない。マレーシアやシンガポールは、比較的高所得水準にあるにもかかわらず、成長のスピードは速い。マレーシアが2001年の景気減速から回復して再び高成長経路へと回帰する可能性は十分に考えられる。シンガポールは香港や日本とともに高所得国であり、一般にこうした高所得国の経済成長率は他のアジア諸国の成長率より低くなると考えられている。韓国や台湾は経済の成熟とともに、より低い経済成長経路へと移行している時期であると考えられる。

日本は、過去10年のうち8年において2％以下の低成長を続けており、依然としてアジア地域の不安材料である。この低迷の原因が構造改革の遅れにあるという観測者は多い。タイ、インドネシア、日本の直面する制度的問題には、顕著な類似点がある。資産価格のバブルと甘い規制によって、金融機関がいい加減な融資を行い、企業が無分別な投資に走った点である。企業は借入金の大部分を返済することができず、金融機関は巨額の不良債権（NPL）を処理しなければならなくなった。長引く景気低迷は、日本で新たな不良債権の大幅な増加を招いている。日本におけるこの問題はインドネシアやタイと比べてはるかに古い問題であるにもかかわらず、構造改革は遅々として進んでいないのが現状である。

多くのアジア主要国において、2001年も政治の動きが目立った一年であった。1月には、フィリピンのジョセフ・エストラダ大統領が収賄と汚職によって政権を追われ、グロリア・アロヨ新大統領が就任した。インドネシアのワヒド大統領も同様の疑惑で罷免され、メガワティ・スカルノプトリ副大統領が新大統領に昇格した。しかし、これらの国々では非効率性と汚職が経済政策運営に深く根ざしており、新政権は依然としてこうした構造問題を解決するようなリーダーシップを発揮できずにいる。タイでは、1月の下院選挙でタイ愛国党が空前の大勝利を収めたが、タクシン・シンナワット新首相は資産隠匿容疑で憲法裁判所の審理にかけられた（8月に無罪判決）。タクシン首相の勢力はタイの政策や政策立案に大きな影響力を持ってきたが、観測者の多くはタクシン首相が今後数年間タイ経済の足を引っぱるような新しいタイプの金融政策を制定すると考えている。日本では、小泉純一郎新政権による改革断行に大きな期待が寄せられていたが、政府は緊急を要する改革の多くを実行することができなかった。台湾では陳水扁大統領が連立政権の舵取りに多大な労力を要した。長期的に見れば、インドネシア、フィリピン、タイ、台湾での展開は、時々混乱に陥ることがあったとしても、政治的な成熟の証であると見ることもできる。しかし、短期的には政府が経済状況を改善するために必要な断固とした決断を下すことができないというのが一般的な認識である。加えて、地方自治や独立の要求は程度に差こそあれ、インドネシア、フィリピン、中国などで緊張を生み続けている。

長い目で見れば、政治的安定と政治上の優れたリーダーシップが経済成長を促進する、と言うのは一見理にかなっているようだが、政治的な事象と経済的な事象との関係は極めて複雑である。例えば、アジアの金融危機と危機後のインドネシアやタイにおける低成長は、政治的な腐敗と不透明性に絡んで、企業と金融部門の経営管理に失敗したせいだと考える向きがある。しかしこれでは汚職等の問題が今よりもひどかった過去において、アジア諸国の経済が何故良かったのかを説明できない。さらに、市場の発展が十分でなく、腐敗が深刻な問題になっている中国とベトナムで、危機の間でも高成長が保てたのは何故なのかを説明できない。つまり、特に短期的に見た場合、政治的な事象が経済活動に及ぼす影響を強調しすぎるのは短絡的と言わざるを得ない。

上述のように、2001年にアジアの主要国経済のほとんどを阻害した経済要因が一つある。輸出の伸びが減速あるいは低下したことである。表1.1で示すように、1998～99年に1兆3,100億～1兆4,000億米ドル、2000年に1兆6,700億米ドルだった11ヵ国の財貨の輸出が、2001年には1兆5,300億米ドルにまで減少した。全世界の財貨の輸出における同経済のシェアも2000年の27％から2001年には25％へと減少した（表1.1に記載の出所からのデータおよびInternational Monetary Fund, various years d, October 2001 issue, p.74）。2000年の世界経済と世界貿易の高成長は、アジアの輸出の成長を支える大きな要因であったが、2001年の世界貿易の減速、特にハイテク関連製品の輸出の減少は、同年におけるアジアの輸出減速の大きな要因となった。2002年のアジアの輸出動向は世界貿易の回復度に強く委ねられている。

2001年には貿易政策の重要な展開もあった。特筆すべきは、中国と台湾の世界貿易機関（WTO）への加盟が承認されたことであった。この加盟承認は、多くのアジア経済諸国にとって大きな好機であるとともに、課題でもあり、特にアジア地域内で大いに注目を集めた。また、中国の輸入障壁は大幅に削減されることになり、巨大な中国市場への進出を目指す他のアジア輸出国にとって大いなる好機となった。中国国内企業にとっても、市場開放による外国企業の参入は効率性の改善に寄与し、両者の競争が促進されることになるだろう。2001年における、もう一つの貿易政策の重要な展開は、二国間協定や地域協定設立の進展に対し、多国間協議はなかなか進まないことであった。中でもシンガポールは特に積極的で、日本、メキシコ、ニュージーランドと二国間協定を結び、同様の協議をオーストラリア、カナダ、欧州自由貿易連合、米国とも行った。韓国と日本は二国間協議を継続し、中国はアジアに自由貿易地域を設立することを提案した。こうした協定の大半は提案通りには事が運ばないかもしれないが、アジア各国政府の間で二国間・地域協定が積極的に締結されることは別の意味を帯びてくる。それは、一般に二国間や地域協定の方が多国間協定より貿易障壁が高くなることが多いということである。これが二国間・地域協定の進展が不安視される原因である。

アジア経済が直面しているその他の問題としては、1997～98年に発生した金融危機以降の民間総固定資本形成の低迷が挙げられる。金融危機の結果や余波の一つは、資産価格の下落、総固定資本形成・在庫ストックの減少である。総固定資本形成や在庫ストックの減少は、2002～03年にかけて成長率が回復すれば、多くの企業が生産能力の制約に直面し、生産設備を拡大するであろうことを暗に意味している。さらに、資産価格は歴史的な水準と比較しても非常に低く、投資家にとって好機となっている。このように、需要が活気づきさえすれば、地域全体に及ぶ投資の回復が見込まれるのである。しかし若干の諸国、特に日本、インドネシア、タイにおいては、企業・金融部門の構造改革で困難が続き、依然として投資家の意欲をそぐ要因となっている。

個々の経済を検討する前に、その経済的な成果を評価する指標について、やや詳しく触れておきたい。最も基本的なものは各経済の規模と生活水準を示すもので、四つの指標が表1.1に掲載されている。それは、国内総生産（GDP、一年間にその国内で生産された最終財・サービスの価値）とその一人あたり額である。経済的厚生の尺度としておそらく最も一般的に使われるのは、米ドル表示の一人あたりGDP（各国の年々の国内総生産を、当該国通貨の年平均対米ドル・レートで換算した値）であろう。また、米ドル表示のGDPが経済規模の尺度としてもよく使われる。しかし、金融危機以降の米ドル表示の一人あたりGDPは大きく変動しており、誤解を招く危険がある。例えば、1996～98年の一人あたりGDP（米ドル表示）の下落は、韓国で40％、インドネシアで59％、マレーシアで32％、フィリピンで25％、タイでは40％であった。この喪失の大半はその後回復され、2001年には1996年の水準をそれぞれ韓国で12％、インドネシアで40％、マレーシアで19％下回るに留まっている。

こうした変動は、米ドル表示の一人あたりGDPが生活水準の指標として二つの大きな欠陥を持っていることを反映している。第一に、この指標は物価の時間的な変動を十分に反映していない。物価の時間的変動に対する調整は、国内通貨表示の一人あたり実質GDPを比較して行うのが通例で、以下の第2～12章は主としてこれに拠っているが、この尺度は国際比較が困難なために表1.1には掲げられていない。第二に、米ドル表示の一人あたりGDPは物価の国際格差を反映していない。これを反映させるためには、通貨1単位の各国各年の購買力を同一とするように計算された国際ドル表示で一人あたりGDPを比較するのが一般的である（Penn World Tables 1995）。こうした調整の結果、富裕国と発展途上国の所得格差は縮まる。なぜなら発展途上国では非貿易品目、特にサービスの価格が富裕国よりも安いからである。2001年の韓国と日本における米ドル表示の一人あたりGDPの比は0.27であるのに対し、国際ドル表示では0.68になる（表1.1）。低所得国ではこの対比がさらに鮮やかになる。タイ対日本の場合では0.06が0.26に、インドネシア対日本では0.02が0.12、ベトナム対日本では0.01が0.08となる（表1.1）。

また国際ドルで計測すれば、一人あたりGDPの変動の幅が、年々の米ドルで計測した値よりも小さくなる。1987～96年にかけての一人あたりGDPの成長率を国際ドルで測れば、米ドルでの計測値よりもはるかに低くなり、1996～2001年について同様の比較を行えば、逆に成長率が大きくなる。中国とベトナムは、1987～96年について国際ドルで測れば米ドルでの計測値より変動幅が大きくなり、1996～2001年については両者に大きな違いは見られない。このように、この二国は極めて例外的な国である。この両国が1996～2001年にかけて例外であったのは、他経済と違い、金融危機の後も一人あたりGDPが下落しなかったからである。しかし、1986～96年に中国が他地域と異なる傾向を示した理由を説明するのは容易ではない。当センターの過去の報告（1999年（5頁、19頁）、2000年（5頁））で詳述しているが、中国に関しては国際ドルでの推定値が論議の的になっている。一人あたりGDPの伸びで見た場合、国際ドル換算の方が米ドル換算よりも大きいということは、ここ数年、中国の国際ドル表示のGDPは過大評価されていたということである。しかし近年下方修正されて、このような過大評価の生じる余地が著しく小さくなった。

一人あたりGDPを測るのに、どの尺度を使ったとしても完璧ではないことをここで強調しておきたい。基本的な点として、その数値には市場を介さない生産が含まれない。市場を介さない生産には、家族や隣人による無償の行為のようにプラスに働くものもあれば、補償されない公害などマイナスに働くものもある。それゆえ他の経済指標や、生活水準を測る他の尺度を活用することが重要である。これについては以下の各章で検討する。

各章はそれぞれ3つの部分からなっており、どの章も共通に、最初の2つの部分では各国経済の基本動向を展望し、国際取引の実態を詳しく検討している。章末の表は1982～2001年の各国の基本的な経済指標と、国際取引の統計を示している。3番目の部分は章ごとに異なる。日本の章では、当センターの立地と読者が多く居住することを踏まえて北九州市経済とその対アジア貿易に焦点をあてている。また他の章では各国経済の対日貿易に重点を置くものとする。なおそれらに関しての表は、データと紙数の制約のために近年の5～10年に限っている。

そして、表1.1および国別の表での2001年の数字は、公式の推定値・予測値ではなく、説明目的で添えられたものであることをご理解いただきたい。これは表1.2の予測のようにモデルを使って行ったものではなく、データの出所および注に記したような仮定の下での、「経験に基づいた推測」である。例を挙げると、人口成長率についての仮定は過去の年次成長率からの推測であり、為替レートと株価指数については年間の確定した数字に基づいている。これらの推定値は比較的正確なはずであるが、他の指標については推定値の誤差幅が広いこともある。GDPの成長率やインフレ率（GDPデフレータの伸び率）に関する仮定は、①表1.2の予測やその他の関連予測、②2001年初頭からの2ないしは3四半期の値、③当該国の事情に通じた学者、政策当局者、実業家諸氏との談話から得た知見に基づいている。雇用、GDPシェア、財政・金融指標、国際収支、貿易シェア、および銀行貸出の推定値は、2001年初めより6ないし11ヵ月間の傾向から外挿した。

最後に、情報収集に協力いただいた多くの方々に感謝するとともに、本報告の誤謬、見解の責任は執筆・編集者のみに帰することを申し述べておきたい。
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